
（ ）
財務会計上
の短縮番号

5335

1051 1 1

（直近）

92.8%

0.50人 4,100 0.50人 4,000 0.50人 4,000 0.50人 3,900 100.0%

0.50人 4,100 0.50人 4,000 0.50人 4,000 0.50人 3,900 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

93.0%

国・府支出金 - 

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      93.0%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 戸 44

（2） 戸 60

（3） 団地 7 7 7 7 7

（4）

選択の
理　由

市営住宅の中で、老朽化した住宅の整備（建替え等）

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

（財）公共施設管理公社へ市営住宅の管理
委託を平成２２年度より実施

内　　　　　　　　容

計画的な維持・修繕の実施

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

市営花園住宅の用途廃止

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

UR緑丘住宅の借上げ公営住宅

公共施設の適正な維持・管理
選択の
理　由

153,953

126,950 153,953 144,102143,111

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

任期付短時間勤務職員

※見直し内容を記入

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

122,850 149,953 140,202事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 公営住宅法第21条・公営住宅法施行規則第5条・池田市営住宅条例施行規則第11条

(予算）
区　　　　　分

事業の目的【どのような結果を得るか】

実施期間

「池田市市営住宅ストック総合活用計画」に基づき、市営住宅を計画的に維持管理する。

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成　　年度　～　）

財務会計上の事業名

市営住宅管理事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

市営住宅入居者

既存市営住宅の維持・管理の実施

第1期実施計画の事業名

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 上田　義之

都市建設部空港・総務課担当部課名

住宅の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

市営住宅管理事業

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

139,111

143,111126,950

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

144,102

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

4635

1052 2

（直近）

100.2%

5.84人 42,784 7.85人 49,120 7.23人 53,792 5.23人 35,304 109.5%

4.76人 39,032 5.05人 40,400 6.31人 50,480 4.33人 33,774 125.0%

1.00人 3,600 2.00人 7,200 0.92人 3,312 0 46.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.08人 152 0.80人 1,520 0 0.90人 1,530 0.0%

108.1%

国・府支出金 47.7%

受益者負担　 Ｂ 74.5%

その他財源 101.1%

一般財源      111.3%

69.0%

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） ％ 98 99 ― ― 100

（2） ％ 94 98 ― ― 100

（3） 件 353 480 394 ― 500

（4） 件 666 899 800 ― 1,000

選択の
理　由

(決算）

24 年度

7 8 6 24

44,057

160

8,531

82

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

9,027

62,81952,223

21 年度

(決算）

22 年度

3,573

担当課長名 鎌田　耕治

都市建設部審査課担当部課名

住宅の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

建築指導事務事業

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

財務会計上の事業名

建築指導事務事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

市民

建築確認申請の審査、中間検査、完了検査、建築物の許認可、その他関係法令の審査、
建築相談等

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

実施期間

市民の生命、健康及び財産の保護を図るため、建築物の敷地、構造、設備及び用途に関
する基準について、建築基準法に基づき建築指導行政を実施する。

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成 14 年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 建築基準法、池田市建築基準法施行条例、池田市建築基準法施行細則、その他建築基準関係規定

※見直し内容を記入

アルバイト

H23/H22

9,439 9,013 8,753

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

3,888 4,795

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

206

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

58,133

62

47,902 52,900 35,304

269

58,895

172

227 266

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

特定行政庁としての判断が求められるため。

内　　　　　　　　容

確認申請等審査事務

完了検査率の向上

今後も特定行政庁としての業務を継続して実
施していくことが必要と考えている。

選択の
理　由

中間・完了検査申請事務

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

中間検査率の向上

景気の低迷により確認・中間・完了事務件数は、伸び悩んでいるが、中
間・完了検査率については少しずつではあるが向上しており、継続的に
行う必要がある。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

4663

1052 3

（直近）

- 

0.23人 1,886 0.23人 1,840 0.08人 640 0.07人 546 34.8%

0.23人 1,886 0.23人 1,840 0.08人 640 0.07人 546 34.8%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

34.8%

国・府支出金 - 

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      34.8%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 件 1 0 0 ― 1

（2） 件 0 0 0 ― 5

（3） 回 3 3 1 ― 3

（4）

選択の
理　由

(決算）

24 年度

1,846

800

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

0

6402,886

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 鎌田　耕治

都市建設部審査課担当部課名

住宅の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

既存民間建築物アスベスト対策補助事業

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

財務会計上の事業名

既存民間建築物アスベスト対策補助事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

建築物の所有者

既存民間建築物の所有者が行うアスベスト対策に対して補助金を交付する。

実施期間

建築物のアスベスト健康被害に対する不安の解消を図る。

事業内容の見直し 平成　21　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成　18　年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 社会資本整備総合交付金交付要綱、池田市既存民間建築物アスベスト対策補助金交付要綱

※見直し内容を記入 補助金額を上限100万円に見直し

アルバイト

H23/H22

1,000 0 1,300

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

500

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

1,840

2,386 1,840 1,046640

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

補助事業であるため。（国）

内　　　　　　　　容

アスベスト対策啓発活動

既存建築物のアスベスト成分検査

アスベスト対策を推進するため、制度を継続
して実施することが必要と考える。

選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

既存建築物のアスベスト除去等

啓発活動を積極的に行うことが必要である。また、成果としての実績は少
ないが、人体に影響する危険な物質であり、継続して事業を実施すること
が必要である。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計


